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第第１１部部  監監査査のの概概要要  
 

第第１１章章  監監査査のの主主体体  

  

第第１１  監監査査のの種種類類  
地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 252条の 37第 1項から第 3項まで及び大阪市

包括外部監査契約に基づく監査に関する条例（平成11年条例第6号）第2条の規定に基

づく包括外部監査 

 

第第２２  包包括括外外部部監監査査人人  
川 下   清 

弁護士：梅田総合法律事務所 

地方自治法第 252 条の 28 第 3 項各号の欠格事由には該当しない。 

 

第第３３  包包括括外外部部監監査査人人補補助助者者  
包括外部監査人は、地方自治法第252条の32第 1項に基づき、次の者を監査事務の補

助にあたらせた。 

    

氏名 資格 備考 

和田義之 弁護士 （所属）安富共同法律事務所 

今田晋一 弁護士 （所属）梅田総合法律事務所 

足立朋子 
弁護士 

不動産鑑定士補 
（所属）いまここ法律会計事務所 

難波泰明 弁護士 （所属）弁護士法人 One Asia 

沖山直之 弁護士 （所属）梅田総合法律事務所 

岡本志保子 弁護士 （所属）梅田総合法律事務所 

谷口悦子 公認会計士 （所属）谷口悦子公認会計士事務所 

 

第第２２章章  監監査査のの客客体体  

  

第第１１  特特定定のの事事件件  
１ 事件名 

子どもの教育と学びの支援に関する事務事業の執行について 

 

２ 利害関係 

包括外部監査人と 上記１記載の特定の事件の間に、地方自治法第 252 条の 29 に該

当する利害関係はない。 

 

第第２２  監監査査対対象象  
１ 対象とする事務事業 

学校運営に関する事務事業及び大阪市こどもの貧困対策推進計画のうち、学びの支援

に関する事業を監査対象とする。 

 

２ 選定理由 

⑴ 教育の現場では、教職員の働き方改革、学校現場でのＩＣＴ化などが進められてい
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るが、コロナ禍にあって児童生徒との向き合い方や教育のあり方は、福祉の観点から

より複雑化している。文部科学省は、教員が子供と向き合える時間を確保するため、

平成 27 年に「学校現場における業務改善のためのガイドライン」を策定しており、

その過程において、専門的知見を有する人材が参画した「チーム学校」による教職員

構造の転換についても議論されている。 

⑵ 大阪市は、「大阪市教育振興基本計画」により、「安全・安心な教育の推進」「未

来を切り拓く学力・体力の向上」「学びを支える教育環境の充実」を 3 つの最重要目

標と定め、9 つの基本的な方向を示している。同計画では、「ニア・イズ・ベター」

（補完性・近接性の原理）に基づき、区役所が教育委員会とともに、保護者・区民等

の声を汲み取りながら施策を実施する分権型教育行政を進めるとされている。区長は

区担当教育次長として、区内における教育長の一定の権限と責任を分担し、各区役所

は保護者・区民等の教育に関する意見やニーズの把握、区内の学校長等との連絡調整、

意見交換等の仕組み作りを進め、把握した課題やニーズ、意見等を総合的に施策等に

反映させることが求められている。 

⑶ 大阪市の令和 4 年度の予算（一般会計 1 兆 8419 億円）のうち、教育費は 2099 億円

と 10％以上を占めている。学校給食費の無償化（64 億 6565 万円）や学校教育ＩＣＴ

活用事業（65 億 8853 万円）など、予算規模の大きい事業もあり、教育事業に関する

市民の関心は高い。 

⑷ また、教育の現場では、家庭の社会経済的地位による教育格差の拡大が憂慮されて

いる。大阪市では、平成 28 年に行われた子どもの生活に関する実態調査において、

小 5・中 2 のいる世帯で困窮度 1（等価可処分所得の中央値の 50％未満）の割合が

15.2％と高い数値を示しており、約 6 人に 1 人が相対的貧困に陥っている。大阪市は、

こどもの貧困対策を総合的に推進する観点から、平成 30 年に「大阪市こどもの貧困

対策推進計画」を策定し、各年度において重点事業を設定して進捗管理を行っている

が、新型コロナウイルス感染症の影響等もあって好転が見られない指標が散見される。 

⑸ 社会の担い手となる子どもの教育と、貧困などの課題を抱える子どもや家庭への対

応は、市民の法益に直結する重要かつ喫緊の課題であり、支援を必要とする子どもた

ちに必要な施策が届くことが必要不可欠である。学校園における教育を担う教育委員

会のほか、保護者や地域との連携による分権型教育行政を担う区役所、こどもの貧困

対策関連事業を担うこども青少年局等が関与する横断的な事業であり、弁護士及び公

認会計士により構成する包括外部監査人及び補助者の視点から部局横断的に監査して

有用な報告・提言を行うことができれば市民の福祉に資すると思われることから、監

査の対象とする特定の事件として選定した。 

⑹ なお、包括外部監査実施通知書では、①学校運営に関する事務事業全般、②大阪市

こどもの貧困対策推進計画のうち学びの支援に関する事業を、監査の対象としていた

が、昨今の教育環境の変化に対応する事業予算として、その金額的・質的重要性を踏

まえて検討した結果、①についても、監査の対象を学校運営に関する事務事業のうち

学びの支援に関する事業とすることとした。 

 

３ 対象部局 

教育委員会事務局（学校園を含む）、こども青少年局、福祉局及び各区を対象とした。 

  

４ 対象期間 

原則として令和 4年度（令和 4年 4月 1日から令和 5年 3月 31日）の事務事業全般を

監査対象とし、必要に応じてその前後の期間も含める。 

 

  

  

  

6



3 

 

第第３３章章  監監査査のの方方法法  

  

第第１１  基基本本方方針針  
適法性（地方自治法第 2 条第 16 項）、住民の福祉の増進（同条第 14 項）及び３Ｅ

（経済性・効率性・有効性を意味する。同条第 14 項及び第 15 項）の観点からの監査を

基本方針とする。 

 

第第２２  監監査査のの視視点点  
１ 教育委員会事務局 

⑴ 学校運営に関する各種事務の執行は適法に、かつ、要綱、要領等の定めにしたがっ

て行われているか。あるべき規定等が定められているか。（適法性の視点） 

⑵ 各種事業は、予算の執行としての効率性・経済性を有しているか。（３Ｅの視点） 

⑶ 「大阪市教育振興基本計画」の策定や各種事業の実施、これらの評価・改善のプロ

セスは、ＰＤＣＡサイクルの手法に基づき適切に構築され、運用されているか。（Ｐ

ＤＣＡの視点） 

⑷ 「チーム学校」のもと、教員が深度ある教育活動を行うために、専門性を有する人

材が学校に関わり、相互に連携して目的を達成しているか。（人的サポートの視点） 

⑸ 児童生徒について必要な支援が求められる場合、区、家庭、地域等との連携が適切

に行われているか。（組織的連携の視点） 

 

２ こども青少年局 

⑴ 「大阪市こどもの貧困対策推進計画」の策定や各種事業の執行は適法に、かつ、要

領、要綱等の定めにしたがって行われているか。あるべき規定等が定められているか。

（適法性の視点） 

⑵ 各種事業は、予算の執行としての効率性・経済性を有しているか。（３Ｅの視点） 

⑶ 「大阪市こどもの貧困対策推進計画」における各種事業の進捗管理、これらの評

価・改善のプロセスは、ＰＤＣＡサイクルの手法に基づき適切に構築され、運用され

ているか。特に学校現場と関わりのある学びの支援に関する事業実施と指標改善状況

の検討は、適切に行われているか。（ＰＤＣＡの視点） 

⑷ 児童生徒について必要な支援が求められる場合、区、家庭、地域等との連携が適切

に行われているか。（組織的連携の視点） 

 

３ 福祉局 

⑴ 「大阪市こどもの貧困対策推進計画」の重点事業に位置付けられている「子ども自

立アシスト事業」の執行は適法に、かつ、要領、要綱等の定めにしたがって行われて

いるか。（適法性の視点） 

⑵ 「子ども自立アシスト事業」の進捗管理、評価・改善のプロセスは、ＰＤＣＡサイ

クルの手法に基づき適切に構築され、運用されているか。事業実施と事業改善状況の

検討は、適切に行われているか。（ＰＤＣＡの視点） 

 

４ 各区 

⑴ 各区役所は、分権型教育行政の担い手として、適切に、保護者・区民等の教育に関

する意見やニーズの把握、区内の学校長等との連絡調整、意見交換等を行っているか。 

⑵ 区役所が把握した課題やニーズ、意見等を、適切に施策等に反映させているか。 

 

第第３３  監監査査のの手手法法  
１ 質問 

それぞれの対象部局に対して必要な質問を行い、書面による回答を得るとともに、ヒ

アリングを実施した。 
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２ 記録の確認 

大阪市等が公表している資料や、対象部局に要請して提供を受けた書類を精査した。 

 

３ 現場の確認、意見聴取 

可能な限り現地に足を運び、また、担当者や当事者の話を聞くことで、実情を正確に

把握するよう努めた。 

 

４ 法令等の調査、検討 

法令、条例、規則等を調査し、行政内部のルールや事務の執行及び事業の管理がこれ

らに適合しているかを吟味した。その際には、単に法令、条例、規則等の条文に形式的

に適合しているかをチェックするだけでなく、立法事実や立法趣旨も踏まえた実質的な

検討を行った。 

 

５ アンケートの実施 

監査を行うにあたり、小学校 2 校、中学校 1 校の教職員の方々の協力を得て、ICT・

働き方改革に関するアンケート（以下「監査人アンケート」という。）を実施した。そ

の概要は別紙１のとおりである。以下では、関係項目において監査人アンケートの結果

に言及することがある。 

 

第第４４  監監査査にによよっってて行行うう「「指指摘摘」」とと「「意意見見」」のの意意義義  
１ 指摘 

適法性（法令、条例、規則、規程、要綱等）等の観点から改善する必要がある事項を

意味する。 

 

２ 意見 

１にはあたらないが、地方自治法第 2 条第 14 項及び第 15 項の規定の趣旨、すなわち、

住民福祉の増進や組織及び運営の合理化に資するという目的のもと、改善を検討する必

要があると認められる事項を意味する。 
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第第２２部部  大大阪阪市市のの教教育育事事業業及及びびここどどもものの貧貧困困対対策策事事業業のの概概要要  
 

第第１１章章  大大阪阪市市のの教教育育事事業業のの概概要要  

  

第第１１  大大阪阪市市教教育育振振興興基基本本計計画画  
１ 計画の位置付け 

「大阪市教育振興基本計画」は、教育基本法（平成 18 年法律第 120 号）第 17 条第 2

項の規定に基づき、地方公共団体が地域の実情に応じて定めるその地域における教育の

振興のための施策に関する基本的な計画として策定されたものであり、地方教育行政の

組織及び運営に関する法律第 1 条の 3 に基づく大阪市における「教育、学術及び文化の

振興に関する総合的な施策の大綱」として位置付けられている。 

 

２ 計画の範囲、期間 

令和4年3月に策定された現在の「大阪市教育振興基本計画」は、令和12年以降の社

会を見据えた計画として、就学前教育に始まり、小学校及び中学校（義務教育学校も含

む。）における義務教育までの学校園に関する教育施策とともに、生涯学習に関する教

育施策を対象範囲としている。 

そして、令和 12年までの前記取り組みと位置付けられることから、施行期間は令和 4

年度（2022 年度）～令和 7 年度（2025 年度）の 4 年間とされている。 

 

３ 策定に向けた検討 

現在の「大阪市教育振興基本計画」の策定に向けては、過去の取り組みの成果と課題

のほか、平成 30 年 3 月の「大阪市こどもの貧困対策推進計画」の策定、ＩＣＴを活用

した市民サービスの向上、官民連携の推進、効率的・効果的な行財政運営、ニア・イ

ズ・ベターの徹底、人材育成・職場力の向上、働き方改革の 6 つの改革の柱を掲げる令

和2年4月の「市政改革推進プラン３．０」の策定、平成29年に改訂され全面実施され

ている小学校・中学校の学習指導要領及び幼稚園教育要領などの状況が考慮されている

とのことである。 

 

４ 基本理念 

基本理念は、下記のとおり謳われている。 

記 
全ての子どもが心豊かに力強く生き抜き未来を切り拓く力を備え、健やかに成長し、

自立した個人として自己を確立することをめざします。 

あわせて、グローバル化が進展した世界において、多様な人々と協働しながら持続

可能な社会を創造し、その担い手となることをめざします。 

 

５ 3 つの「最重要目標」 

「大阪市教育振興基本計画」では、「安全・安心な教育の推進」、「未来を切り拓く

学力・体力の向上」、「学びを支える教育環境の充実」が 3 つの「最重要目標」として

定められており、それぞれについて、下記のとおり説明されている。 

記 
【安全・安心な教育の推進】 

我が国の子どもの貧困の状況はＯＥＣＤ加盟 36 か国中 20 位と依然厳しく、内閣府

の「令和 3 年版子供・若者白書」 によると、「子供の貧困率及び子供がいる現役世

帯のうち大人が一人の世帯の貧困率の直近値は低下しているものの、特に、子供がい

る現役世帯のうち大人が一人の世帯の貧困率は高い水準にある。」とされています。

さらに、本市においては、就学援助を受けている家庭の児童生徒が在籍している割合
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が、全国に比べて高い状況が続いています。 

厳しい家庭環境にある幼児児童生徒を含む全ての子どもに、生まれ育った環境によ

って左右されることなく自分の可能性を追求できるように、静穏かつ明るい教育環境

の中で、生き生きと学習に取り組み、学びを深め、友達と交流しながら、健全に成長

できる学校園生活を保障することが、本市の教育にとって第一の基本です。 

全国学力・学習状況調査の結果において、本市の子どもたちの規範意識や自尊感情

は、全国平均に比べて低い状況にあります。こうした状況を直視し、全ての基礎とな

る幼児期から、小中学校を通した義務教育修了までの期間に、個人の尊厳の理念に基

づき、基本的な道徳心・規範意識を培い、いじめや暴力を根絶するため、安全・安心

に必要なルールを徹底します。その際、自らの学ぶ権利と併せて、他の子どもの安

全・安心と教育を受ける権利を重んじる態度を、子どもたちの中に育むことが重要で

す。社会のルールを理解し自らを律する力、他者を尊重し思いやる心、適切な人間関

係を築くコミュニケーション能力、多様性や違いを受け入れる力など、子どもたちの

道徳性・社会性の育成に努めます。 

さらに、防災・減災教育や安全教育などにより、「自分の命は、自分で守る」こと

の大切さを伝えるとともに、自ら危険を回避するために主体的に行動する、自他の安

全に配慮し危険な環境を改善する、自他の生命を尊重し安全で安心な社会づくりに進

んで参加するなど、安全を守るための力の育成をめざします。 

 

【未来を切り拓く学力・体力の向上】 

子どもたちの最善の利益のために、学力や体力の向上に効果を上げ、もって市民の

みなさまの期待に応えることは、本市の教育行政及び学校運営にとって最優先課題の

一つです。学力の向上に関しては、全国学力・学習状況調査において、経年的に全国

平均との差が縮小しており、特に学力に課題のある学校への支援策の対象校では、学

力に改善が見られるなど、めざす目標の達成に向けて進んでいますが、依然として厳

しい状況にあり、取組の一層の強化が必要です。 

義務教育以降の学力の向上及び人格の形成につなげるため、幼児期における取組を

強化し、心豊かに力強く生き抜き未来を切り拓くための力をつける基礎を培います。

そして、幼児期の学びをつなぐ小学校から義務教育の修了までに社会で生き抜くため

に必要となる基礎的な知識や力を習得できるよう徹底します。 

幼児教育から義務教育までの各段階に応じた切れ目のない、系統的総合的な学校園

教育の取組により、基礎学力、論理的思考能力を習得し、様々な情報をもとに自分の

頭で考え、自己の判断と責任の下に、グローバル化が進展した世界において、多様な

人々と協働しながら持続可能な社会を創造し、その担い手となる人間を育みます。 

経済・社会全体において急速に進むデジタル化とビッグデータの活用によって人工

知能（ＡＩ）が重要性を増す中、全ての子どもたちに、ＡＩに置き換えられない人間

ならではの知性を磨く教育を保障することが必要です。こうしたＡＩ時代の教育にと

って最重要の学力とも言える読解力及び数理能力並びにこれらをベースにした思考

力・判断力・表現力等を身に付ける言語活動・理数教育の取組を強化します。また、

国境を超えて情報・知識が伝播し、多様な文化的背景を持った人々とのコミュニケー

ションが求められるグローバル社会において、子どもたちの可能性を広げる英語力を

身に付ける教育の充実を図ります。さらに、健康で活力のある生活を送るための基礎

となる体力の向上を図り、健康的な生活習慣を心掛けることができるなど、自身の健

康を管理する能力の育成をめざします。 

 

【学びを支える教育環境の充実】 

学校教育は、子どもたちの最善の利益などの不易の目的とともに、社会の変化に素

早く、そして柔軟に対応することも求められます。近年の社会変化の一つであるデジ

タル化は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により加速されています。本市にお

いては、授業をはじめとする学びや生活の中でＩＣＴを効果的に活用するとともに、
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教育行政や学校運営においてもビッグデータの活用に取り組むなど、教育におけるデ

ジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）を推進します。 

教育ＤＸや新教育課程の実施を含む学校教育の課題の成否は、教職員の在り方にか

かっており、その資質向上が今まで以上に求められています。 

加えて、学習指導のほか、児童生徒指導や部活動、保護者や地域との連携、新型コ

ロナウイルス感染症への新たな対応など、学校や教員に対する期待も多様化していま

す。 

一方で、このような多岐にわたる対応は、教員の長時間勤務の要因となっています。

全国の公立の小中学校の教員を対象に実施した教員勤務実態調査を見ると、教員の長

時間勤務は看過できない深刻な状況であることが改めて明らかになっています。この

ことは本市でも例外ではなく、教員の働き方改革は喫緊の課題です。本市では、スク

ールサポートスタッフや部活動指導員などの専門スタッフの配置・活用、校務支援シ

ステムのグループウェア機能などＩＣＴの活用による学校運営の効率化等に取り組ん

できた結果、時間外勤務時間の減少等の成果が見られることから、こうした取組を一

層推進していきます。また、部活動については、国の方針として、令和 5 年度（2023

年度）以降、 休日の部活動の段階的な地域移行が求められていることを踏まえ、部

活動の地域移行に着実に取り組んでいきます。 

全国的に教員のなり手不足が深刻化する中、多様で高度な人材の確保も差し迫った

課題となっています。本市では、初任給の引き上げによってここ数年の受験者数に増

加傾向が見られ、学力重視の採用試験が質の確保にも効果を上げていると思われます

が、依然として厳しい状況が続いています。 

このような状況を踏まえ、特別免許状を活用した採用選考により教職課程履修者以

外の専門性や社会人経験を有する人材を教員として登用するなど、多様性・専門性を

備えた教員組織による「チーム学校」としての指導体制を整備し、社会に開かれた教

育課程の実現に向け、校園長によるカリキュラム・マネジメントに取り組んでいきま

す。 

さらに、学校の創意工夫を支援するため、大学や産業界との連携を一層進めるとと

もに、教育センターの改革を図り、教職員の資質向上をはじめ「学校力」アップに取

り組んでいきます。 

 

６ 9 つの基本的な方向 

上記５の 3 つの「最重要目標」の達成に向けて、重点的に取り組むべき施策を推進す

るため、下記の 9 つの基本的な方向が示されている。 

※施策の凡例：◎⇒特に重点的に取り組むもの 〇⇒重点的に取り組むもの 

記 
【最重要目標１ 安全・安心な教育の推進】 

基本的な方向１ 安全・安心な教育架橋の実現 

主な施策 ◎１－１ いじめへの対応 

◎１－２ 不登校への対応 

〇１－３ 問題行動への対応 

〇１－４ 児童虐待等への対応 

〇１－５ 防災・減災教育の推進 

〇１－６ 安全教育の推進 

基本的な方向２ 豊かな心の育成 

主な施策 〇２－１ 道徳教育の推進 

〇２－２ キャリア教育の充実 

〇２－３ 人権を尊重する教育の推進 

〇２－４ インクルーシブ教育の推進 

〇２－５ 多文化共生教育の推進 
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【最重要目標２ 未来を切り拓く学力・体力の向上】 

基本的な方向３ 幼児教育の推進と質の向上 

主な施策 〇３－１ 就学前教育カリキュラム等に基づいた教育の推進 

基本的な方向４ 誰一人取り残さない学力の向上 

主な施策 ◎４－１ 言語活動・理数教育の充実（思考力・判断力・表現力等の

育成） 

◎４－２ 「主体的・対話的で深い学び」の推進（各学校の実態に応

じた個別支援の充実） 

◎４－３ 英語教育の強化 

〇４－４ 全市共通テスト等の実施と分析・活用 

基本的な方向５ 健やかな体の育成 

主な施策 ◎５－１ 体力・運動能力向上のための取組の推進 

〇５－２ 健康教育・食育の推進 

【最重要目標３ 学びを支える教育環境の充実】 

基本的な方向６ 教育ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進 

主な施策 ◎６－１ ＩＣＴを活用した教育の推進 

◎６－２ データ等の根拠に基づく施策の推進（教育ビッグデータの

活用等） 

基本的な方向７ 人材の確保・育成としなやかな組織づくり 

主な施策 ◎７－１ 働き方改革の推進  

◎７－２ 教員の資質向上・人材の確保 

〇７－３ 大学連携の推進（新教育センターの設置） 

〇７－４ 教育ブロックでの教育の推進（学校や地域等の実情に応じ

たきめ細かな支援） 

〇７－５ カリキュラム・マネジメントの推進（校園長によるマネジ

メントの強化） 

〇７－６ 学校配置の適正化 

基本的な方向８ 生涯学習の支援 

主な施策 〇８－１ 「生涯学習大阪計画」に基づいた取組 

〇８－２ 「大阪市子ども読書活動推進計画」に基づいた取組 

〇８－３ 学校図書館の活性化 

基本的な方向９ 家庭・地域等と連携・協働した教育の推進 

主な施策 〇９－１ 教育コミュニティづくりの推進 

〇９－２ 地域学校協働活動の推進 

 

第第２２  計計画画のの進進めめ方方とと進進捗捗管管理理  
１ 成果と課題の見える化 

「大阪市教育振興基本計画」の進捗は、この計画を年度単位で実施する「教育行政点

検・評価」や「局運営方針」の指標と連動させることで管理することとされ、成果が上

がっている施策については、より伸ばすように取り組むとともに、課題があるとされる

ものについては、改善に向け次の一歩を踏み出すという組織的かつ継続的な検証改善サ

イクルが重要であることから、これまで以上にデータ分析等の活用も図り、「成果と課

題の見える化」を推進していくこととされている。 

 

２ 分権型教育行政（教育ブロックでの教育の推進） 

大阪市では、学校教育の推進にあたって、「ニア・イズ・ベター」（補完性・近接性

の原理）に基づき、地域に身近な区役所が教育委員会とともに、保護者・区民等の声を

くみ取りながら、施策を実施する分権型教育行政を進めている。そこでは、区長を区担

当教育次長とし、大阪市として一元的に実施していくことが必要な事務を除き、区内に
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おける教育長の一定の権限と責任を分担して、教育委員会事務局職員を兼ねる職員を区

役所に配置して取り組むという体制がとられている。そして、各区役所は、「保護者・

区民等の参画のための会議」や「区教育行政連絡会」などを設けて、保護者・区民等の

教育に関する意見やニーズの把握、区内の学校長等との連絡調整、意見交換等の仕組み

づくりを進め、こうした仕組みや学校に対するモニタリングで把握された課題やニーズ、

意見等について、教育関連分野の施策及び事業もあわせて総合的に施策に反映させ、学

校や教育コミュニティへの力強いサポートを行うことされている。 

さらに、大阪市では、よりきめ細かく的確に学校を支援するために、教育委員会事務

局の体制整備を図りながら、大阪市を 4 つの教育ブロックに分け、それぞれに担当指導

主事等を配置している。その上で、教育委員会事務局のマネジメントの下、業務の精

選・効率化と指導主事等の指導力向上を図り、各学校の実情に応じたきめ細かな支援策

を推進するとともに、広く一般の教員からも直接提案を受けて教育長・教育委員へ伝え

る仕組みを検討していくこととされている。 

  

第第３３  監監査査対対象象ととししたた取取りり組組みみ  
「大阪市教育振興基本計画」では、3 つの最重要目標、9 つの基本的な方向の分類を

踏まえた主な施策が示され、具体的な取り組みが示されている。 

多数に上るので、その取り組みの全てを監査の対象とすることはできないが、予算規

模のほか、「大阪市教育振興基本計画」が「市政改革プラン３．０」を踏まえたもので

あって、「市政改革プラン３．０」では改革の柱としてＩＣＴを活用した市民サービス

の向上、ニア・イズ・ベターの徹底、働き方改革が掲げられていること、「大阪市教育

振興基本計画」で示されている取り組みの多くでＩＣＴの活用が求められていること、

3 つの最重要課題の 1 つ「学びを支える教育環境の充実」で教育の働き方改革が「喫緊

の課題」とされていること、よりきめ細かく的確な学校支援の必要性から分権型教育行

政が推進されていること、児童生徒に最も近い学校が主体性をもって地域の実情等に応

じた取り組みを推進することの重要性を踏まえ、監査の対象は、学校運営に関する事務

事業のうち学びの支援に関する事業として、特に、ＩＣＴ関連事業、働き方改革推進事

業、ブロック化による学校支援事業、学校活性化推進事業（校長経営戦略支援予算）と

することとした。 

 

  

第第２２章章  大大阪阪市市ののここどどもものの貧貧困困対対策策事事業業のの概概要要  

  

第第１１  大大阪阪市市ここどどもものの貧貧困困対対策策推推進進計計画画  
１ 計画策定の背景 

我が国のこどもの貧困率は、平成 24 年に過去最高の 16.3％となった。特に、こども

がいる現役世帯のうち大人が一人の世帯の相対的貧困率は、昭和 60 年から平成 27 年ま

で 50％を下回ったことがなく、非常に高い水準となっていた。 

国際的に比較すると、OECD（経済協力開発機構）が公表している平成 22 年のこども

の貧困率は、加盟国 34 か国中 25 位と高い水準にあり、こどもがいる現役世帯のうち大

人が一人の世帯の相対的貧困率は、加盟国中最も高くなっている。 

こうした状況を背景に、こどもの将来がその生まれ育った環境によって左右されるこ

とのないよう、全ての子どもが心身ともに健やかに育成され、教育の機会均等が保障さ

れるようにするため、子どもの貧困対策を総合的に推進することを目的として、平成26

年 1 月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が施行され、同年 8 月には「子供の

貧困対策に関する大綱」が策定された。 

大阪市では、平成 27 年 3 月に「大阪市こども・子育て支援計画」を策定し、平成 28

年 2 月には市長を本部長とする大阪市こどもの貧困対策推進本部を設置し、さらに、同

年 6 月から 7 月にかけて、大阪府と共同で「こどもの生活に関する実態調査」（以下
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「実態調査」という。）を実施し、平成 29 年 3 月に結果を取りまとめた。 

実態調査の結果、世帯の経済状況や生活状況が、こどもや青少年の生活や学習理解度

に影響を与えていること、ひとり親世帯や若年で親となった世帯の経済的な厳しさなど

が確認された。 

こどもの貧困対策は、子育て、教育、福祉、健康、就労などの問題が複合的に絡み合

っており、多岐にわたる分野が横断的に連携して取り組む必要があるため、大阪市を挙

げて、こどもの貧困対策を総合的に推進する観点から、関連する施策を体系的にとりま

とめ、大阪市こどもの貧困対策推進計画（以下「計画」という。）を策定した。 

計画は、法律や大綱の趣旨を踏まえ、こどもの貧困対策についての基本理念を定める

とともに、こどもの貧困対策を効率的に推進する観点から必要な事項を取りまとめた計

画として策定されている。また、関連する大阪市のほかの計画との整合性を図りつつ、

こどもの貧困対策の視点から重点化した施策や事業を計画に位置付けている。 

計画期間は、平成 30 年度から平成 34 年度（令和 4 年度）までの 5 年間であったが、

現在、計画期間を 2 年間延長し、令和 6 年度までの計画となっている。 

 

２ 計画の概要  

⑴ 重視する視点 

計画では、実態調査において確認された課題等に基づき、次に掲げる 6 つの視点を

重視して、こどもの貧困対策を推進するとされている。 

1 こどもや青少年の生きる力の育成 

2 切れ目のない支援の推進 

3 ひとり親世帯の支援の充実 

4 若年で親となった世帯への支援の充実 

5 社会的養護における自立支援の充実 

6 社会全体で取組みを推進 

⑵ 施策体系 

6 つの重視する視点を踏まえ、以下の 4 つの施策に沿って事業・取り組みを推進す

る。なお、この 4 つの施策は、それぞれ独立して取り組むのではなく、互いに連携し

て取り 組むことにより相乗効果を生むことを想定している。 

【施策１】こどもや青少年の学びの支援の充実 

【施策２】家庭生活の支援の充実 

【施策３】つながり・見守りの仕組みの充実 

【施策４】生活基盤の確立支援の充実 
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（大阪市こどもの貧困対策推進計画より抜粋） 

 

計画策定の過程で、施策１～４に該当する事業を各区局へ照会し回答を受けたものを、

市全体として貧困対策に取り組んでいく観点から計画に記載した結果、関連事業数は

200 を上回っている。 

 

第第２２  計計画画のの進進捗捗管管理理  
１ 重点事業と計画指標 

各年度において、計画の進捗管理を効果的・効率的に実施するため、200 を超える関

連事業のうち約 40 事業を重点事業として設定している。 

重点事業は、「こどもの貧困対策に関する大綱」の指標を参考に、毎年度数値が公表

されているものから 28 の計画指標を設定し、それぞれの指標に対して特に強い影響を

与えていると思われる事業を、主な取組事業の中から選定している。ここで選んだ事業
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を計画指標の重点事業として位置付けている。各重点事業の進捗状況や成果（実績）と、

28 の計画指標の数値変化は、こどもの貧困対策推進本部会議に報告している。 

28 の計画指標の推移状況と、令和 4年度の重点事業の一覧は、以下のとおりである。 

 

 
（令和 4 年度大阪市こどもの貧困対策推進計画評価書より抜粋） 
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（令和 4 年度大阪市こどもの貧困対策推進計画評価書より抜粋） 

 

重点事業の進捗については、各年度にそれぞれの重点事業で設定された目標の達成度

により把握し、その達成度により、施策ごとに設定した指標がどう変化したかを見るこ

とで施策の進捗を確認する。施策の有効性の評価のため、計画指標の数値変化と重点事

業の目標達成割合並びに施策ごとの指標の数値変化の関連性を分析していくとされてい

る。 
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（令和 4 年度大阪市こどもの貧困対策推進計画評価書より抜粋） 

 

２ 貧困重点予算（重点施策推進経費） 

上記の重点事業とは別に、実態調査により見えてきた課題に対して、重点的に取り組

む事業を貧困重点予算（重点施策推進経費）に位置付け、予算を渡し、各区局で実施し

ている。重点予算については、毎年重点予算として実施するかどうか、という点から議

論していくため、計画には載せていない。  

 

第第３３  監監査査のの対対象象ととししたた事事業業  
本監査においては、大阪市こどもの貧困対策推進計画のうち、学びの支援に関する事

業を監査対象とした。 

同計画においては、【施策１】を「こどもや青少年の学びの支援の充実」と名付けて、

各事業を分類しているが、【施策１】以外にも「学びの支援に関する事業」はある。 

たとえば、【施策３】の「つながり・見守りの仕組みの充実」に分類された「大阪市

こどもサポートネットの構築」や「こども支援ネットワーク事業」は、学校園や地域、

関係機関との密接な連携により、支援を必要とする世帯を発見し、必要な支援につなげ

るなど、社会全体でこどもや青少年、保護者を支援する取り組みであり、まさに、学び

の支援に関する事業である。 

そこで、同計画の【施策１】及び【施策３】に分類された事業うち、重点事業に該当

するもの、および重点予算事業を、監査の対象とした。 

  

第第３３章章  大大阪阪市市のの財財政政状状況況及及びび関関連連事事業業費費  

  

第第１１  大大阪阪市市のの財財政政状状況況のの概概要要    
１ 大阪市の一般会計 

令和 4 年度を含む過去 3 年間の一般会計及び地方債残高の推移は以下のとおりである。 
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【過去 3 年間の一般会計の状況】      

 
     （「令和 4年度一般会計決算見込（速報版）」を加工） 

（注）実質収支   

当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額をみるもので、形式収支から、翌年度に繰り越すべき

繰越明許費繰越（歳出予算の経費のうち、予算成立後の事由等により年度内に支出を終わらない見込みの

ものを、予算の定めるところにより翌年度に繰り越すこと。）等の財源を控除した額。 

 

一般会計決算見込（速報版）によれば、令和 4 年度の決算は、新型コロナウィルス感

染症対策関連経費・物価高騰対応経費の減少によって、歳入においては国庫支出金が、

歳出においては行政施策経費が大きく減少となり、歳出・歳入の規模はともに減少とな

った。そのほか、歳入は、市税収入が過去最高となる一方、地方交付税・臨時財政対策

債は減少している。 

歳出は、障がい者自立支援給付費等の扶助費などが増加している。 

結果、実質収支については 258 億円の剰余となり、市債残高についても縮減を図るこ

とができた。なお、財政調整基金残高は 2,452 億円となり、前年度と比較し 322 億円の

増加となっている。 

 

２ 大阪市の予算編成 

大阪市は、将来世代に負担を先送りしないため、「補塡財源に依存」するのではなく、

「収入の範囲内で予算を組む」ことを原則とし、行財政改革を徹底的に行い、「通常収

支（補塡財源（財政調整基金）を活用しない収支）の均衡」をめざすこととしており、

このために必要となる収支改善の目安を一定の前提により試算し「今後の財政収支概算

（粗い試算）」（以下「粗い試算」という。）を公表している。 

直近の粗い試算（令和 5 年 2 月版）では、「通常収支の推移」について前回の試算結

果（令和 4 年 2 月版）と対比している。 
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【通常収支の推移】 

 
（「今後の財政収支概算（粗い試算）2023（令和５）年２月版」より抜粋） 

 

（注）2024（R６）は関西・大阪万博関連経費の増加により収支マイナスを見込んでいる。 

 

直近の粗い試算によると、前回版（令和 4 年 2 月版）に比べ、試算期間を通じ、税等

一般財源は増となるものの、扶助費や人件費、金利上昇による公債費（利子）の増加に

より悪化している。一方、令和 4 年度補正予算において、収支改善額を活用し今後の公

債費負担の軽減を図ったほか、令和 5 年度からの定年引き上げによる退職手当の減少が

隔年（令和 7年、9年、11 年、13 年）で見込まれることから、概ね前回版並みの基調と

なっている。 

また、試算対象期間の終盤では、高齢化の進展や障がい福祉サービス利用者の増加等

に伴う扶助費の増加等により、通常収支不足が生じる見込みである。 

総括として、令和 5 年度の当初予算は通常収支が均衡しているものの、今後の財政運

営については、税収、金利・物価等の不確定要素が収支に大きな影響を与える可能性が

ある中で、財政状況を以前に後戻りさせないことを念頭に、急激な環境変化にも対応で

きるよう、引き続き市政改革に取り組み、持続可能な財政構造を構築する必要があると

している。 

 

令和 4 年度を含む過去 3 年間の一般会計の当初予算の推移は以下のとおりである。 
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【過去 3 年間の一般会計の当初予算の推移】      

 
（※）不用な未利用地は収支状況に関わらず計画的に売却・貸付を進めており、令和 4年度当初予算から 

「特定財源・その他」（通常収支）として整理する。 

     （「各年度の『当初予算について』」を加工） 

 

令和 3 年度以前の当初予算においては通常収支不足額が認められるが、不用地等の売

却代金及び財政調整基金が充てられている。令和 4 年度当初予算は、補填財源（財政調

整基金）に依存せず、通常収支は均衡している。 

なお、不用な未利用地は収支状況に関わらず、計画的に売却・貸付を進めていること

から、令和 4 年度当初予算から特定財源として整理することとされた。 
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第第２２  大大阪阪市市のの教教育育事事業業費費 

令和 4 年度を含む過去 3 年間の教育委員会事務局の当初予算の推移等は以下のとおり

である。 

 

【過去 3 年間の教育委員会事務局の当初予算（科目計）の推移】 

      
（教育委員会事務局「一般会計予算事業一覧」を加工） 

 

（注）・大阪市立高等科学校については全て大阪府へ移管したため、令和 4 年度より当該運営に

かかる経費については予算計上していない。 

・人件費相当額は次のように集約した。 
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            （教育委員会事務局「一般会計予算事業一覧」を加工） 

 

教育委員会事務局の各年度の予算額は、令和 4 年度において、大阪市立高等科学校が

全て大阪府へ移管したため、当該運営にかかる予算計上の必要がなくなったものの、概

ね 2000 億円を超えており、大阪市一般会計の予算総額の 10％を超える規模で推移して

いる。 

教育委員会事務局の予算額のうち、教職員に係る人件費などの人件費相当額を除く予

算額は、令和 2 年度 764 億円、令和 3 年度 840 億円、令和 4 年度 827 億円と推移してお

り、それぞれの年度の教育委員会事務局の予算額に占める割合は増加傾向にある（令和

2 年度 35.5％、令和 3 年度 37.9％、令和 4 年度 39.4％）。 

 

また、大阪市においては市内を 4 つの教育ブロックに分け、区役所が教育委員会事務

局とともに様々取り組みを進めている。具体的には、教育ブロック会議において各ブロ

ック内の学校の実情や課題に応じた支援策を策定し、学習支援のための取り組みや自主

学習の習慣の確立、教員の指導力向上などに取り組んでいる。 

また、教員が本来学校で担うべき業務に専念できるよう、学校が抱える課題に応じた

専門性の高い人材の配置や、校務支援・学校教育へのＩＣＴ活用などが実施されており、

「学校園における働き方改革推進プラン」を反映した予算となっている。 

これらの取り組みに係る令和 4 年度を含む過去 3 年間の予算の状況は以下のとおりで

ある。各年度の状況によるが、人件費を除く教育委員会事務局の予算に占める割合は一

定の水準で推移しており、固定的な経費と捉えられる。 

  

  

24



21 

 

専門スタッフの配置や教員の業務負担の軽減等にかかる予算（抜粋） 

 
     （教育委員会事務局「一般会計予算事業一覧」を加工） 

 

上表によれば、令和 4 年度を含む過去 3 年間において、専門スタッフの配置や教員の

業務負担の軽減等にかかる予算は各年度 30 億円を超えている（上表「合計 a」参照）。 

また、これらの予算額の人件費相当額を除く教育委員会事務局の予算額に対する割合

は各年度 4％台で推移している。 
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 ＩＣＴ活用などシステム関連予算（抜粋） 

 

 
（教育委員会事務局「一般会計予算事業一覧」を加工）      

 

上表によれば、令和 4 年度を含む過去 3 年間におけるＩＣＴ活用などシステム関連予

算は、令和 2 年度 121 億円、令和 3 年度 114 億円、令和 4 年度 115 億円である（上表

「合計 a」参照）。 

また、これらの予算額の人件費相当額を除く教育委員会事務局の予算額に対する割合

は、令和 2 年度 15.8％、令和 3 年度 13.6％、令和 4 年度 13.9％である。 

  

第第３３  大大阪阪市市ののここどどもものの貧貧困困対対策策関関連連事事業業費費  関関連連  
大阪市こどもの貧困対策推進計画は、大阪市全体として取り組むものであるため、事

業予算については、各部局において編成されている。当該計画は 4 つの施策から構成さ

れるが、監査の対象としては、こどもの学びの支援に直接的に関連する認めた施策１及

び３とした。 

こどもの貧困対策推進計画における施策１及び３の内容とそれぞれに関連する重点事

業は以下のとおりである。 
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【こどもの貧困対策推進計画における施策１及び３に係る事業予算の推移】 

施策１ こどもや青少年の学びの支援の充実 

（１）すべての基礎となる幼児教育の普及と質の向上をはかります 

 

      
      

（２）一人一人の状況に応じた学力向上の取組みを推進します 
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（３）進学や通学継続できるよう支援します 

 
      

（４）一人一人の状況に応じた学力向上の取組みを推進します      
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施策３ つながり・見守りの仕組みの充実 

（１）こどもや青少年、保護者のつながりを支援します      

 
         

（２）児童虐待の発生を予防し、早期に発見・対応できる体制をつくります      
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（３）社会全体でこどもや青少年、保護者を支援する取組みを推進します      

      
（「こどもの貧困対策推進計画」を加工） 

 

なお、こどもの貧困対策推進本部会議においては、重点施策推進経費として「重点的

に取り組むもの」を選定し、こどもの貧困対策関連事業の実施状況を公表している。 

令和 4 年度においては、以下の基準で選定されている。 

 

「大阪市こどもの貧困対策推進計画（平成 30 年３月策定）」に掲げる４つの施策体

系に基づくとともに、令和３年度に実施した事業の効果や有効性を踏まえ、次の

（１）から（４）に該当する事業について、令和４年度こどもの貧困対策関連経費と

した。 

      

（１）実態調査の詳細な分析を基に地域性を踏まえ、特に効果が高いと認められる事

業 

実態調査において確認された地域課題に対して施策を講じることにより、貧困

の連鎖を断ち切ることに資するものとなり、その取組みをモデルとして同様の課

題を抱える他区においても効果を得られると期待できるもの。 

（２）実態調査により確認された主な課題を解決するために、全市的に実施すること

で特に効果が高いと認められる事業 

ひとり親世帯の経済状況の厳しさや若年出産の世帯の貧困に陥るリスクの高さ

など、実態調査において確認された主な課題解決に対する支援策や、教育・福

祉・就労などこどもの貧困に関する複合的課題を横断的に解決するための事業 

（３）令和３年度に実施した施策を効果検証し、こどもの貧困対策に有効であると認

められる事業 

令和３年度に実施した学習習慣の定着や居場所づくり、ひとり親世帯への支援

策などの事業について、効果検証を行った結果、有効性を証明できる事業 

（４）令和３年度に実施した事業を検証し、新たな事業として再構築することにより

一層高い効果が認められる事業 

令和３年度に実施した事業の検証の結果、新たな事業として再構築すること

により、一層高い効果が期待できるもの。      

（「令和 4年度こどもの貧困対策関連事業（重点的に取り組むもの）実施状況」から抜粋） 
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